
   当社及び当社の関係会社 （当社、子会社194社及び関連会社70社により構成） においては、鉄鋼、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
化学、LSI・情報通信、ﾘｰｽ・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌｧｲﾅﾝｽ、その他の６部門に関連する事業を主として行っております。
各事業における当社及び関係会社の位置付け等は以下のとおりであります。

【事業系統図】
連結子会社       ◎
持分法適用会社 ○

[電炉] [原材料供給]
◎ダイワスチール㈱ ◎川鉄鉱業㈱
◎豊平製鋼㈱ ◎水島合金鉄㈱
◎東北スチール㈱ ◎川崎炉材㈱

◎ﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ｼﾝﾀｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
[鋼材加工製品等の製造・販売]
◎川鉄鋼板㈱ [製鉄設備整備･保全]
◎川鉄建材㈱ ◎川鉄マシナリー㈱
◎川鉄コンテイナー㈱ ◎川鉄電設㈱
◎リバースチール㈱
◎川鉄鋼材工業㈱ [運輸業]
◎㈱川鉄甲南スチールセンター ◎川鉄物流㈱
◎川鉄テクノワイヤ㈱
◎川鉄機材工業㈱ [その他鉄鋼関連]
◎川鉄電磁鋼板㈱ ◎藪本鐵鋼㈱
◎川鉄鋼管㈱ ◎川鉄テクノリサーチ㈱
○ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･ｽﾁｰﾙ ○水島共同火力㈱
   ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ・ｲﾝｸ

上記のほか 109社 

◎川鉄メタルファブリカ㈱
◎川鉄ﾃｸﾉｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ㈱

上記のほか 22社 

◎川鉄フェライト㈱
◎ｶﾜｻｷ・ｴﾙｴﾇﾋﾟｰ・ｲﾝｸ

上記のほか 16社 

◎川鉄情報システム㈱
上記のほか 6社 

[不動産、各種ｻｰﾋﾞｽ]
◎川鉄ライフ㈱

◎川鉄リース㈱
上記のほか 31社 [その他]

◎㈱ｹｰｴｽｼｰ都市開発
○川鉄商事㈱
○川商ジェコス㈱

上記のほか 46社 

← は製品･サービス等の流れを示しております。

   (注１） 川鉄機材工業㈱は、平成13年4月1日に川鉄リステム㈱に商号を変更致しました。
   (注２） 上記記載の会社のうち、国内の証券市場に上場（又は公開）している会社は、以下の通りです。

        豊平製鋼㈱            （札証）    川鉄情報システム㈱     （東証２部）
        川鉄鋼板㈱            （店頭上場）                川鉄商事㈱                （東証１部、大証１部）
        川鉄コンテイナー㈱  （大証２部）    川商ジェコス㈱            （東証１部）
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経　営　方　針

　企業間競争がますます激化する環境下、当社グループは基盤事業である鉄鋼事業の一層
の競争力強化を図るとともに、グループ全体での経営効率向上の観点から事業の再編成を
進め、連結での業績を盤石のものとすべく、企業体質の更なる強化を図っております。

現在推進中の第二次中期経営計画（平成１１年度～１３年度）では、キャッシュ・フローお
よび経済付加価値を重視した経営を基本的考え方とし、各事業部門・グループ会社とも資
産収益力の向上、連結マネジメントの確立に取り組んでおります。当中期計画における経
営目標は下記のとおりですが、このうち連結有利子負債につきましては、目標よりも１年
早く当期において目標を達成いたしました。

【第二次中期経営計画目標】
（１）総資本営業利益率　　　　            連結        ４．５％以上　　  （単体       ５．０％以上）

（２）経常利益　　　　　　　　                連結        ６５０億円以上　 （単体      ５００億円以上）

（３）フリーキャッシュフロー（３年間）    連結   ２，５００億円          （単体  ２，１００億円）

（４）有利子負債残高　　　　               連結 １３，０００億円程度　 （単体  ６，５００億円程度）

　　　　　　　　　　　　　　　　                 　［連結   ４，３００億円削減］　［単体  ２，７００億円削減］

今後の具体的な施策としましては、鉄鋼事業では、販売面でのサービスの強化に加え、
競争優位な商品開発や技術開発に取り組み、さらなる拡販に努めてまいります。
  その一環として、本年４月、米国ＡＫスチール社と、主として自動車用鋼材分野におけ
る戦略的な協力関係の構築を内容とする提携契約を締結いたしました。同分野での相互技
術協力、相互ライセンス供与および共同研究開発などを主たる内容として、両社の緊密な
る協力関係の構築を通じて、双方のお客様に対し、より高いレベルでの満足感を提供して
いくための活動を展開してまいります。

  また、川鉄鉱業㈱では、通信・ＡＶ機器等の積層ｾﾗﾐｯｸｺﾝﾃﾞﾝｻｰの内部電極に用いられる
ニッケル超微粉で世界シェアの６割強を占めておりますが、同分野の国内外の需要増に対
応するため、昨年４月と１０月の設備増強に加え本年６月に第４工場を稼動する計画です。
当社グループ内の建設事業では、その効率的運営を図るため、本年３月に川鉄機材工業
㈱および川鉄建材㈱の建設事業を分社して設立した川鉄シビル・カワキ㈱および川鉄シビ
ル・カワケン㈱と川鉄テクノコンストラクション㈱、そして当社グループの建設系マネジ
メント会社である川鉄シビル㈱（旧川鉄建設㈱）を本年１０月に統合する予定です。
また、当社グループ内の軽仮設機材事業では、川鉄機材工業㈱と藪本鐵鋼㈱の軽仮設機
材リース事業を統合し、本年４月より川鉄リステム㈱としてスタートいたしました。

    鉄鋼以外の事業では、エンジニアリング事業につきましては、環境事業で、引き続き廃
棄物ガス化溶融プラントの販売活動をより一層強化するとともに、産業廃棄物処理ビジネ
スの本格的な事業展開を図ってまいります。
化学事業では、川鉄フェライト・タイランドでの情報通信関連の需要増大に対応した能
力増強や、Ｋ－ＬＮＰ社のメキシコ新工場建設など、一層の事業拡大をめざしております。

ＬＳＩ・情報通信事業では、ＬＳＩ事業のより一層のビジネス発展を目ざすに相応しい
経営体制を整備するために、本年７月に当社の１００％子会社として分社する予定です。
情報通信事業では、子会社である川鉄情報システム㈱が本年３月に東京証券取引所第二
部に上場し、鉄鋼系の情報システム会社で初めての株式上場会社となりました。

  以上の通り、鉄鋼以外の事業の各分野でも事業の柱を発展させ、グループ全体で一層の
収益拡大をめざしてまいります。
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【会社の状況に関するその他の重要な事実】

(１) ＮＫＫとの経営統合
  当社は本年４月に、ＮＫＫ[日本鋼管㈱]との間で全面的な経営統合を行なうことについて
基本的に合意いたしました。昨年４月の４製鉄所間の物流・保全・購買の３分野における協
力の検討開始以降、両社は協力関係の深化・拡大を図ってまいりましたが、昨今の世界規模
での需要業界を含めた再編の進行、グローバル調達の拡大という事業環境の中で、従来にも
増して高度化する顧客ニーズに応えた商品・サービスの提供を求められております。
この経営統合は、両社の強固な営業基盤、高度な技術力、最強・高効率の製鉄所を活かし
た最高水準の競争力をもとに、堅固な収益基盤を確立し、21世紀のエクセレントカンパニー
をめざすためのものであります。
統合の基本理念は以下のとおりであります。
① 顧客ニーズへの世界規模での対応力強化
② 株主・資本市場からの高い評価の獲得
③ 従業員にとって魅力に富み働きがいのある職場の提供
④ 地球環境・地域社会への貢献
また、両社は株主の皆様および関係当局の承認を前提に、対等の立場で全面的な経営統合
を行ないますが、統合の概要は以下のとおりであります。
① 基本スキームおよびスケジュールにつきましては、第１ステップとして平成14年10月を
目処に、両社は株式移転により共同持株会社を設立のうえその傘下に入り、第２ステッ
プとして平成15年４月を目処に、持株会社傘下の両社を事業別会社に再編いたします。
② 持株会社の名称・所在地・代表者等の基本事項は、今後両社協議のうえ決定いたします。
③ 共同持株会社設立に際して発行される株式の割当比率につきましては、外部機関の評価
 を踏まえて、両社協議のうえ決定いたします。
現在、経営統合を円滑に進めるための諸事項および統合効果を最大限発揮させる方策につ
いて、統合推進委員会にて鋭意検討中であります。

(２) ティッセン・クルップ・スチール社、ＮＫＫとの３社グローバル提携の交渉開始
また、当社は本年４月、ＮＫＫとの経営統合の発表を契機として、ドイツのティッセン・
クルップ・スチール社との間で、ＮＫＫと共同でグローバルな規模での包括的な提携関係に
入ることを目的として、正式に交渉を開始いたしました。本交渉は、これまでＮＫＫが
ティッセン・クルップ・スチール社の炭素鋼部門子会社と進めてきた自動車用鋼材分野を中
心とした提携交渉を、当社が強みとするステンレスや電磁鋼板分野などにも対象を広げる形
で３社が発展的に引き継ぐもので、今後の最終的な提携の成立に向け、鋭意交渉を進めてま
いります。

(３)川崎製鉄から東京リースへのリース事業の移譲に関する基本合意
当社は本年５月、東京リース㈱との間で、川鉄リース㈱の保有する資産規模約２，０００億円
のリース・割賦事業を東京リース㈱に移譲することにつき、基本合意いたしました。
川鉄リース㈱は、平成11年３月期に当社の支援のもと不良債権を処理し、再建を行ないま
したが、規模の拡大をめざした業界再編が進むリース業界の中で、川鉄リース㈱が今後とも
に収益をあげていくためには、大手リース会社との提携が必要と判断し、具体的に検討を進
めてきたものであります。
今後デューディリジェンスを行い、譲渡価格等詳細事項を協議しますが、本年10月までに
譲渡契約を締結し、遅くとも平成14年３月までに移譲する見込みとなっております。
  尚、これにより、連結ベースでの有利子負債を約２，０００億円削減することになり、さらな
る財務体質強化に寄与するものと考えています。
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経　営　成　績

１．当期の概況

わが国経済は、上半期は緩やかな回復基調を辿ってまいりましたが、下半期に至り米国
およびアジア向けを中心とした輸出の減少ならびにＩＴ関連を中心として好調に推移した
民間設備投資の鈍化などにより、景気の回復は足踏み状態を呈しました。
このような状況のもと、当社グループは企業体質のさらなる強化を目指し、コスト削減
および資産圧縮など徹底した収益改善策を実行してまいりました。この結果、当期の連結
業績につきましては、売上高１３，１５５億円、営業利益７９３億円、経常利益５３６億円となり、
前期に比べて業績は大幅に改善いたしました。

　連結業績を主なセグメント別に見てまいりますと、鉄鋼事業では、国内販売数量は、き
め細かな販売活動を展開し、建築・自動車向けをはじめ増加いたしました。輸出は、アジ
アでの薄板類の需給緩和の影響から下半期より減少傾向に転じましたものの、韓国を中心
とした提携先への販売の拡大もあり、通期では若干増加いたしました。販売価格は、国内
では、条鋼類は値戻しを進めたものの薄板類は国際市況悪化の影響から下落傾向にあり、
全体では品種構成の悪化も加わり低下を余儀なくされました。輸出は、上半期の需給改善
による上昇に加え鋼管類で値戻しが進展しており、通期ではドルベース、円ベースともに
改善しております。このような環境下、グループをあげて引き続き人員削減などのコスト
削減、設備投資抑制による減価償却費の低減を進め、収益改善に取り組んでまいりました。
その結果、鉄鋼事業の連結売上高は９，９５５億円、連結営業利益は６６１億円となり、前

期に比べて増収増益となりました。

　エンジニアリング事業では、国内景気の低迷に競争の激化もあり依然として厳しい状況
にあり、収益改善に努めましたが、前期に引き続き赤字を余儀なくされました。
　化学事業では、米国を中心に世界的に事業を展開しているプラスチックコンパウンド事
業が引き続き好調であり、また原油価格高騰に伴う化学製品市況も上昇していることから、
前期に比べて増収増益となりました。
ＬＳＩ・情報通信事業では、ＬＳＩ事業は、ネットワーク・通信関連ＩＣやデジタルカ
メラ向けやＯＡ機器向けの画像処理ＩＣなどが好調であった上半期において黒字化を達成
し、昨年末以降に急激に事業環境が悪化した下半期でも黒字を確保しております。
情報システム分野も増収増益傾向にあり、ＬＳＩ・情報通信事業全体では大幅に業績が
向上いたしました。
リース・グループファイナンス事業では、リース事業で、優良物件に限定した営業活動
により着実に収益を確保するとともに、グループファイナンス事業で、キャッシュ・マネ
ジメント・システムを一層拡充するなど、グループ全体での資金効率を向上いたしました。

以上の結果、当期の連結経常利益は５３６億円となりましたが、特別損失として、転籍者
に支払う特別退職金負担や退職給付会計適用に伴う退職給付債務積立不足の償却負担があ
るほか、金融商品に係る新会計基準の適用を契機に有価証券や貸付金の評価見直しによる
評価損を計上するため、１８２億円の当期純損失となりました。この評価損は、会計上の評価
を見直すものでキャッシュアウトは伴わず、株価等の外部要因によって当期損益が損なわ
れることのない財務体質を構築するために意義あるものと考えております。

　尚、当期より導入されました退職給付会計制度につきましては、平成１２年３月末の会計
基準変更時差異５１１億円(単独は３６１億円)を主として５年間で償却することとし、有価証
券のその他有価証券につきましては、全部資本直入法による時価評価を当期より前倒しで
適用しております。
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キャッシュ・フローにつきましては、営業活動により２，４１３億円の資金を生み出しまし
た。これは、税金等調整前当期純損失は２３９億円となりましたが、当期純損失に含まれる
投資有価証券評価損５２６億円等のキャッシュアウトを伴わない損失があったことに加え、
減価償却費１，２７７億円、資産圧縮に伴う売上債権および棚卸資産の減少３２４億円があり、
ほぼ前期並みの水準を確保いたしました。
また、投資活動では、設備投資および資産売却による資金回収により差し引き４２７億円
を支出し、財務活動では、営業活動により生み出した資金を借入金の返済および社債の償
還にあてること等により２，２５９億円の支出となりました。
以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は２４７億円となり、前期末に比べて２６７
億円減少いたしました。尚、当期末の有利子負債残高は１２，８００億円で、第二次中期経営
計画の目標を１年前倒しで超過達成いたしました。

尚、当期の利益配当につきましては、依然として先行き不透明な経営環境が続くものと
思われますが、１株当り１円50銭で株主総会にお諮りすることとさせていただきました。

２．次期の見通し

今後のわが国経済は、米国経済の減速に加え、民間設備投資も先行き不透明感を増して
おり、個人消費の本格的回復にはまだ時間を要するものと思われることから、景気の低迷
が懸念されます。
鉄鋼事業では、国内の販売数量は、建設・製造業の各分野における需要水準が不透明に
なってきており、輸出でもアジアにおける鋼材需要産業の活動水準低下により、しばらく
は薄板類を中心に在庫調整局面が継続するものと想定されます。このように国内外におけ
る需要の低迷に加え、販売価格面では、国内需要家の値引き要請も予想されるなど厳しい
状況が予想されます。さらにコスト面でも原料コストの増加が見込まれ、事業を取り巻く
環境は予断を許さない状況にあります。
このような環境下、当社といたしましては、需要家に広がりつつある選択と集中の流れ
をむしろチャンスととらえ顧客満足度の一層の向上に取り組んでいくとともに、数年来に
わたって培ってきた海外合弁企業や提携企業との連携を強化することで、安定した数量の
確保に努めてまいります。販売価格の面でも、需要家からの値引き要請には中長期的な視
点から需要家との信頼関係を勝ち取れるよう慎重に対応していくとともに、需要に見合っ
た生産を行うことで市況の改善に努めてまいります。また、引き続きコスト削減を強力に
推し進めることにより収益の確保をめざしてまいります。
鉄鋼以外の事業でも、エンジニアリング事業で依然として厳しい環境が予想されるほか、
ＬＳＩ・情報通信事業も足元は厳しい状況にありますが、グループをあげて一層の収益改
善に努め、一定の収益確保をめざしてまいります。
　以上の結果、平成１３年度の連結業績見通しは、売上高１３，２００億円、営業利益６５０億
円、経常利益５００億円、当期純利益は２００億円程度になるものと考えております。

　また、キャッシュ・フローにつきましては、営業利益の減少や原料輸入ユーザンスの廃
止による支払増加などの悪化要因はあるものの、引き続き収益改善および投資抑制、資産
圧縮に努め、有利子負債の削減を進めてまいります。その結果、有利子負債の期末残高は、
川鉄リース㈱の資産売却も見込まれることから、当期末残高に比べて２，５００億円削減し、
１０，３００億円程度と予想しております。

（注）上記の業績見通しは、現時点で入手された情報に基づくものであり、不確定要素を含んでおります。
　　　従いまして、この業績見通しにのみに依拠して投資判断されますことはお控えいただきますよう、

お願いいたします。
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連　結　損　益　計　算　書

（単位：百万円）
前　　期　（　１１　年　度　） 当　　期　（　１2　年　度　） 対前期増減

（11.4.1～12.3.31） （12.4.1～13.3.31）    

[　経　常　損　益　の　部　] 金　　　額 ％ 金　　　額 ％ 金　　　額

売　   　　上　　 　  高 1,257,401 100.0 1,315,559 100.0 58,158

売 上 原 価 △ 1,040,179 △ 1,061,800 △ 21,621

販売費及び一般管理費 △ 172,368 △ 174,368 △ 2,000

営 業 費 用 △ 1,212,548 △ 1,236,168 △ 23,620

営 業 利 益 44,853 3.6 79,390 6.0 34,537

受取利息及び配当金 4,875 5,196 321

持分法による投資利益 2,747 - △ 2,747

そ の 他 の 収 益 16,801 13,044 △ 3,757

営 業 外 収 益 24,424 18,240 △ 6,184

支 払 利 息 △ 24,649 △ 19,720 4,929

持分法による投資損失 - △ 3,994 △ 3,994

そ の 他 の 費 用 △ 18,551 △ 20,241 △ 1,690

営 業 外 費 用 △ 43,200 △ 43,957 △ 757

経 常 利 益 26,076 2.1 53,674 4.1 27,598

[ 特 別 損 益 の 部 ]

固 定 資 産 売 却 益 7,444 13,240 5,796

有 価 証 券 売 却 益 22,556 - △ 22,556

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,286 7,824 4,538

退 職 給 付 信 託 設 定 益 - 901 901

特 別 利 益 33,287 21,966 △ 11,321

固 定 資 産 等 除 却 損 失 - △ 7,707 △ 7,707

有 価 証 券 評 価 損 △ 1,465 - 1,465

投 資 有 価 証 券 評 価 損 △ 2,245 △ 52,654 △ 50,409

販 売 用 不 動 産 評 価 損 △ 2,290 △ 1,909 381

連結調整勘定一括償却等 - △ 6,012 △ 6,012

ゴルフ会員権減損損失 - △ 4,598 △ 4,598

関係会社等事業整理損失 △ 7,519 - 7,519

事 業 再 編 損 失 - △ 9,122 △ 9,122

特 別 退 職 金 △ 20,298 △ 6,495 13,803

退職年金過去勤務費用 △ 6,028 - 6,028

退職給付引当金繰入額 - △ 11,051 △ 11,051

特 別 損 失 △ 39,847 △ 99,552 △ 59,705

税金等調整前当期純利益 19,516 1.6 △ 23,911 △ 1.8 △ 43,427

法人税・住民税及び事業税 △ 5,432 △ 8,042 △ 2,610

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,346 13,157 14,503

少 数 株 主 利 益 △ 307 559 866

当 期 純 利 益 12,429 1.0 △ 18,236 △ 1.4 △ 30,665

営
業
損
益
の
部

営

業

外

損

益

の

部

科 目
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連　結　剰　余　金　計　算　書

（単位：百万円）
    前　　期　（　11　年　度　） 当　　期　（　12　年　度　） 対前期増減

   （11.4.1～12.3.31） （12.4.1～13.3.31）

   金  額 金  額 金  額

連結剰余金期首残高 13,277 △ 25,866 △ 39,143

連結剰余金減少高

配 当 金 - △ 4,839 △ 4,839

役 員 賞 与 金 △ 21 △ 20 1

連 結 会 社 の 増 加 に

伴 う 剰 余 金 減 少 高 ※ △ 51,552 - 51,552

連結及び持分法適用除外

に伴う剰余金減少高 - △ 51,574 △ 8 △ 4,868 △ 8 46,706

当 期 純 利 益 12,429 △ 18,236 △ 30,665

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 △ 25,866 △ 48,972 △ 23,106

※ 連結会社の増加に伴う過年度未実現損益の消去等によるものであります。
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連　結　貸　借　対　照　表

（単位：百万円）
科 目 前期末 当期末 対前期増減 科 目 前期末 当期末 対前期増減

（12.3.31） （13.3.31） （12.3.31） （13.3.31）

（資産の部） （負債の部）

流  動  資  産 764,285 701,209 △ 63,076 流  動  負  債 778,186 784,038 5,852

現 金 及 び 預 金 44,661 24,703 △ 19,958 支払手形及び買掛金 212,180 226,875 14,695

受取手形及び売掛金 354,499 330,797 △ 23,702 短 期 借 入 金 339,235 344,511 5,276

有 価 証 券 10,526 671 △ 9,855 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ - 8,000 8,000

棚 卸 資 産 294,222 283,023 △ 11,199 1 年 内 償 還の社債 75,120 33,050 △ 42,070

繰 延 税 金 資 産 13,268 18,699 5,431 未 払 法 人 税 等 3,406 5,353 1,947

そ の 他 48,402 44,446 △ 3,956 そ の 他 148,224 166,247 18,023

貸 倒 引 当 金 △ 1,295 △ 1,132 163

固 定 資 産 1,531,568 1,479,035 △ 52,533 固 定 負 債 1,190,506 1,059,162 △ 131,344

有 形 固 定 資 産 1,154,549 1,114,465 △ 40,084 社 債 342,823 309,886 △ 32,937

建 物 及 び 構 築 物 318,396 300,084 △ 18,312 長 期 借 入 金 715,836 584,587 △ 131,249

機械装置及び運搬具 475,593 436,560 △ 39,033 退 職 給 付 引 当 金 64,536 69,181 4,645

土 地 254,344 277,132 22,788 特 別 修 繕 引 当 金 33,815 34,887 1,072

建 設 仮 勘 定 21,552 20,731 △ 821 そ の 他 33,494 60,620 27,126

そ の 他 84,663 79,956 △ 4,707

無 形 固 定 資 産 54,340 51,380 △ 2,960

投 資 そ の 他 の 資 産 322,678 313,188 △ 9,490 負 債 合 計 1,968,693 1,843,201 △ 125,492

投 資 有 価 証 券 197,180 208,112 10,932 （ 少 数 株 主 持 分 ）

長 期 貸 付 金 27,018 14,549 △ 12,469 少 数 株 主 持 分 46,947 31,542 △ 15,405

繰 延 税 金 資 産 57,729 47,799 △ 9,930

そ の 他 96,531 77,263 △ 19,268 （資本の部）

貸 倒 引 当 金 △ 55,782 △ 34,535 21,247 資 本 金 239,644 239,644 0

資 本 準 備 金 119,611 112,134 △ 7,476

繰 延 資 産 104 66 △ 38 再 評 価 差 額 金 - 16,189 16,189

連 結 剰 余 金 △ 25,866 △ 48,972 △ 23,106

為 替 換 算 調 整 勘 定 51,108 - △ 51,108 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 - 35,103 35,103

為 替 換 算 調 整 勘 定 - △ 46,569 △ 46,569

自 己 株 式 △ 1 △ 1 0

子 会 社 の 所 有 す る

親 会 社 株 式
△ 1,961 △ 1,961 0

資 本 合 計 331,425 305,567 △ 25,858

資 産 合 計 2,347,066 2,180,311 △ 166,755 負債，少数株主持分

及 び 資 本 合 計

2,347,066 2,180,311 △ 166,755



  連  結  キ  ャ  ッ  シ  ュ ・  フ  ロ  ー  計  算  書

前連結会計年度 当連結会計年度

年　度  別  自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

  科  目 金    額 金    額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 19,516 △ 23,911 
減 価 償 却 費 140,257 127,776 
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ 2,018 2,996 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ 3,346 4,645 
そ の 他 の 引 当 金 の 増 減 額 △ 2,088 1,622 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 4,875 △ 5,196 
支 払 利 息 24,649 19,720 
持 分 法 投 資 損 益 △ 2,747 3,994 
固 定 資 産 売 却 益 △ 7,444 △ 13,240 
有価証券及び投資有価証券売却損益 △ 25,842 △ 7,824 
固 定 資 産 等 除 却 損 失 －  7,707 
有価証券及び投資有価証券評価損 3,711 52,654 
販 売 用 不 動 産 評 価 損 2,290 1,909 
連 結 調 整 勘 定 一 括 償 却 等 －  6,012 
ゴ ル フ 会 員 権 減 損 損 失 －  4,598 
関 係 会 社 等 事 業 整 理 損 失 7,519 －  
事 業 再 編 損 失 －  9,122 
特 別 退 職 金 15,524 6,495 
退 職 年 金 過 去 勤 務 費 用 6,047 －  
売 上 債 権 の 減 少 額 63,243 23,951 
棚 卸 資 産 の 減 少 額 10,649 8,523 
仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 5,732 14,439 
そ の 他 33,863 △ 4,165 

小             計 273,177 241,834 

特 別 退 職 金 の 支 払 額 △ 15,524 △ 6,495 
退 職 年 金 掛 金 支 払 額 △ 6,047 －  
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 4,351 △ 5,156 
そ の 他 △ 665 11,152 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 246,587 241,334 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 5,024 7,170 
投資有価証券等の取得による支出 △ 5,792 △ 9,767 
投資有価証券等の売却による収入 46,969 14,858 
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 73,652 △ 82,997 
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 10,135 17,333 
貸 付 に よ る 支 出 △ 7,291 △ 977 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 13,952 11,119 
そ の 他 △ 462 544 

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,117 △ 42,716 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
利 息 の 支 払 額 △ 26,327 △ 20,943 
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 120,238 △ 14,633 
ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ の 純 増 加 額 －  8,000 
長 期 借 入 に よ る 収 入 174,283 76,365 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 252,065 △ 187,704 
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 32,578 －  
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 88,756 △ 75,006 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 －  △ 7,476 
配 当 金 の 支 払 額 △ 59 △ 4,839 
そ の 他 4,485 248 

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 276,100 △ 225,991 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 1,367 1,899 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 41,997 △ 25,474 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 64,998 51,522 

Ⅶ 連結会社の変動に伴う期首現金及び現金同等物の増減額 28,522 △ 1,285 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 51,522 24,762 

)(

（単位：百万円）

)(
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　連 結 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 と な る 事 項 等

１． 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
 
(1) 連結子会社数     １８８社（ﾀﾞｲﾜｽﾁｰﾙ㈱、川鉄鋼板㈱、川鉄建材㈱、川鉄ｺﾝﾃｲﾅｰ㈱、豊平製鋼㈱、藪本鐵鋼㈱

川鉄鉱業㈱、川鉄物流㈱、水島合金鉄㈱、川鉄ﾏｼﾅﾘｰ㈱、川崎炉材㈱、ﾘﾊﾞｰｽﾁｰﾙ㈱
川鉄鋼材工業㈱、㈱川鉄甲南ｽﾁｰﾙｾﾝﾀｰ、川鉄ﾃｸﾉﾜｲﾔ㈱、川鉄機材工業㈱
川鉄電磁鋼板㈱、川鉄鋼管㈱、川鉄ﾃｸﾉﾘｻｰﾁ㈱、川鉄電設㈱、東北ｽﾁｰﾙ㈱
川鉄ﾒﾀﾙﾌｧﾌﾞﾘｶ㈱、川鉄ﾃｸﾉｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ㈱、川鉄ﾌｪﾗｲﾄ㈱、川鉄情報ｼｽﾃﾑ㈱
川鉄ﾘｰｽ㈱、㈱ｹｰｴｽｼｰ都市開発、川鉄ﾗｲﾌ㈱、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ｼﾝﾀｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
ｶﾜｻｷ･ｴﾙｴﾇﾋﾟｰ･ｲﾝｸ  他）

(2)持分法適用会社     ２５社（水島共同火力㈱、川鉄商事㈱、川商ｼﾞｪｺｽ㈱、ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･ｽﾁｰﾙ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ･ｲﾝｸ  他）
(3) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結  （新規） ９社 倉敷運輸㈱  他 （株式取得、子会社新規設立等）

（除外） ２１社 ﾘﾊﾞｰｻｰﾋﾞｽ㈱ 他 （合併、会社清算、株式売却等）
持分法（新規） ３社 ｺﾑｼﾘｶ･ｲﾝｸ   他 （設立出資等）

（除外） ２社 日本ﾕﾌﾟﾛ㈱  他 （株式売却）

２． 連結子会社の事業年度等に関する事項
 
   ﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ｼﾝﾀｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝをはじめとする一部の連結子会社（国内３０社、海外６０社）の決算日は１２月３１日、１月

３１日または２月２８日であります。
   連結決算日と異なる決算日の連結子会社については、連結決算日（３月３１日）との間に生じた重要な取引について調

整を行った上で連結しております。

３． 会計処理基準に関する事項
 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

(A)有価証券
満期保有目的債券 償却原価法によっております。
その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの 主として、移動平均法による原価法によっております。

(B)棚卸資産 主として、後入先出法による原価法によっております。
（ただし、半成工事は個別法による原価法）

(2)固定資産の減価償却の方法 主として、有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法によっておりま
す。なお、自社利用のソフトウエアについては、主として、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3)重要な引当金の計上基準

(A)貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

 なお、連結子会社間の債権・債務を消去した後の金額を基礎として計算しております。

(B)退職給付引当金 当社及び主要な連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。なお、会計基準変更時差異(51,191 百万円)については、主として 5
年による按分額を費用処理しております。

(C)特別修繕引当金 溶鉱炉及び熱風炉等の改修に要する費用の支出に備えるため、次回の改修
見積額を次回の改修までの期間に按分して繰入れております。

(4)重要なﾘｰｽ取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。
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(5)ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ会計を採用しております。なお、主として、為替予約等について
振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて特
例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

ヘッジ方針等 当社及び連結子会社は、輸出入取引等にかかる為替変動リスクへの対応を目
的として、為替予約等を利用したヘッジ取引を実施しております。また、負
債（借入金・社債等）全体の金利の変動への対応及び金利の低減を目的とし
て、金利スワップ等を利用したヘッジ取引を実施しております。
これらヘッジ取引の実施にあたっては、実需に伴う取引に対応させることを
基本方針とし、ヘッジ取引に係る社内規定（「財務業務権限規程」、「デリ
バティブ取引規程」及び「グループ会社管理業務に関する基本規程」）に基
づき取引を実施しております。

(6)消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

５．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、発生日以降５年間で均等償却しております。但し、連結調整勘定の効果が早期
に消滅すると見込まれる状況が生じた場合には、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針について」
（平成１０年５月１２日 日本公認会計士協会）に基づき、相当の減額を行っております。

６．利益処分項目等の取り扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しており
ます。

７．連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュフロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手元現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来
する短期投資としております。

８．有形固定資産の減価償却累計額       １１年度末  2,840,575 百万円     １２年度末  2,877,963 百万円

９．一部の連結子会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評価
に関する法律の一部を改正する法律」（平成 13 年 3月 31 日公布法律第 19 号）に基づき、事業用土地の再評価を行
っております。

１０． 自己株式の数 １１年度末 11 千株      １２年度末         10 千株
 子会社の所有する親会社株式の数 １１年度末 24,275 千株      １２年度末      24,275 千株

 １１．受取手形割引高 １１年度末 4,959 百万円 １２年度末 3,437 百万円
受取手形裏書譲渡高 １１年度末 2,206 百万円 １２年度末 2,324 百万円

保証債務残高 １１年度末 9,253 百万円 １２年度末 7,395 百万円
保証予約等残高 １１年度末     11,414 百万円     １２年度末 12,677 百万円

１２．  連結キャッシュフロー計算書における現金及び現金同等物の期末残高と、連結貸借対照表に掲記されている金額と
の関係

     １１年度     １２年度
・現金及び預金勘定 44,661 百万円 24,703 百万円
・預入期間が３ｶ月を超える定期預金 △1,318 百万円 △240 百万円
・満期日または償還期限が３ｶ月以内
の有価証券 8,179 百万円 299 百万円
現金及び現金同等物 51,522 百万円 24,762 百万円
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 追 加 情 報

  １．退職給付会計

当連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成10年 6月16日)）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して退職給付費用（会計基準変更

時差異の費用処理額を含む）が 1,699 百万円増加し、経常利益は 3,387 百万円増加、税金等調整前当期純利益は

1,699百万円減少しております。なお、この他に、退職給付信託設定益 901 百万円を特別利益に計上しております。

  ２．金融商品会計

当連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成11年 1月 22日)）を適用し、有価証券の評価の方法について変更しております。なお、この変更による経常利益

及び税金等調整前当期純利益への影響額は百万円未満であります。

  ３．外貨建取引等会計処理基準

当連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」

(企業会計審議会 平成 11 年 10月 22日)）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利

益及び税金等調整前当期純利益は 252百万円増加しております。

また、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により、

「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。



セ    グ   メ    ン    ト    情    報

（１） 事業の種類別セグメント情報

 前連結会計年度（自平成１１年４月１日～至平成１２年３月３１日） （単位：百万円）

鉄鋼事業 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 化学事業 ＬＳＩ･情報 ﾘｰｽ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ その他 計 消去又は 連    結

事業 通信事業 ﾌｧｲﾅﾝｽ事業 全社

 Ⅰ  売 上 高 及 び 営 業 損 益

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 935,001  117,478  73,067  35,995  55,559  40,299 1,257,401 －   1,257,401  

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 5,318  －   139  14,071  15,236  5,272 40,037 (40,037) －   

計 940,319  117,478  73,207  50,066  70,796  45,571 1,297,439 (40,037) 1,257,401  

営  業  費  用   906,027  119,087  69,746  49,968  69,044  40,893 1,254,767 (42,218) 1,212,548  

営  業  利  益   34,292  △  1,608  3,461  98  1,751  4,677 42,672 2,180 44,853  

Ⅱ　資産､減価償却費及び資本的支出

         資          産 1,365,620  128,728  59,855  40,504  368,317  261,561 2,224,588 122,478 2,347,066  

         減価償却費 99,983  1,718  4,100  3,647  29,547  2,247 141,245 (987) 140,257  

         資本的支出 36,176  5,959  3,882  3,697  30,216  4,425 84,357 (117) 84,240  

 当連結会計年度（自平成１２年４月１日～至平成１３年３月３１日） （単位：百万円）

鉄鋼事業 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 化学事業 ＬＳＩ･情報 ﾘｰｽ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ その他 計 消去又は 連    結

事業 通信事業 ﾌｧｲﾅﾝｽ事業 全社

 Ⅰ  売 上 高 及 び 営 業 損 益

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 990,465  102,031  81,180  52,884  50,471  38,524 1,315,559 －   1,315,559  

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 5,132  3,088  1,523  14,252  17,190  6,076 47,263 (47,263) －   

計 995,598  105,120  82,703  67,137  67,661  44,601  1,362,822 (47,263) 1,315,559  

営  業  費  用   929,426  106,369  76,028  64,377  65,871  40,878 1,282,953 (46,784) 1,236,168  

営  業  利  益   66,171  △  1,249  6,675  2,759  1,789  3,722  79,869  (478) 79,390  

Ⅱ　資産､減価償却費及び資本的支出

         資          産 1,305,555  120,000  64,821  46,106  296,774  281,185 2,114,443 65,868 2,180,311  

         減価償却費 86,849  2,529  4,101  3,446  29,675  2,409 129,011 (1,234) 127,776  

         資本的支出 46,529  1,781  4,432  3,302  28,562  2,610 87,218 (1,713) 85,505  

(注） 「追加情報」に記載の通り、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により

        当連結会計年度より、「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。これに伴い、従来の方法によった場合と比較して

        全社資産が46,569百万円減少しております。
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(2)  所在地別セグメント情報

自平成 11 年 4月 1日～至平成 12 年 3月 31 日
本国以外の国又は地域に所在する連結子会社の売上高合計及び資産合計が、いずれも連結売上高及び資産の１０％に
満たないため、記載しておりません。

自平成 12 年 4月 1日～至平成 13 年 3月 31 日
本国以外の国又は地域に所在する連結子会社の売上高合計及び資産合計が、いずれも連結売上高及び資産の１０％に
満たないため、記載しておりません。

(3)   海外売上高

   自平成 11 年 4月 1日～至平成 12 年 3月 31 日

アジア その他 合計
海外売上高（百万円） 197,582 118,610 316,192
連結売上高に占める割合 15.7% 9.4% 25.1%

   自平成 12 年 4月 1日～至平成 13 年 3月 31 日

アジア その他 合計
海外売上高（百万円） 202,321 113,348 315,669
連結売上高に占める割合 15.4% 8.6% 24.0%
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リース取引

(1) 貸手側

①リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

        リース物件の取得価額、減価償却費累計額及び期末残高
（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高

機械装置及び運搬具 44,218 19,330 24,887 45,025 20,570 24,454
工具器具及び備品 48,032 23,361 24,670 48,918 24,358 24,560
そ　　の　　他 12,352 6,104 6,247 12,253 6,691 5,561
合　　　計 104,602 48,797 55,805 106,196 51,621 54,575

未経過リース料期末残高相当額（利子抜き法）

１ 年 内 前連結会計年度末 18,305 百万円 当連結会計年度末 18,567 百万円

１ 年 超 前連結会計年度末 37,262 百万円 当連結会計年度末 35,480 百万円

合　　計 前連結会計年度末 55,568 百万円 当連結会計年度末 54,048 百万円

受取リース料 前連結会計年度 22,431 百万円 当連結会計年度 22,817 百万円
減価償却費 前連結会計年度 17,453 百万円 当連結会計年度 17,832 百万円
受取利息相当額 前連結会計年度 2,233 百万円 当連結会計年度 1,939 百万円

※ 利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。

    ②オペレーティングリース取引

未経過リース料

１年内 前連結会計年度末 203 百万円 当連結会計年度末 278 百万円

１年超 前連結会計年度末 281 百万円 当連結会計年度末 325 百万円

 合　計 前連結会計年度末 485 百万円 当連結会計年度末 603 百万円

   (2)借手側

    ①リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

        リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額(利子込み法)
(単位:百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
取 得 価 額
相 当 額

減価償却累計額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累計額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

機械装置及び運搬具 2,528 1,666 861 2,306 1,487 819
合　　　計 2,528 1,666 861 2,306 1,487 819

   未経過リース料期末残高相当額（利子込み法）

１ 年 内 前連結会計年度末 377 百万円 当連結会計年度末 325 百万円

１ 年 超 前連結会計年度末 484 百万円 当連結会計年度末 493 百万円

 合　　計 前連結会計年度末 861 百万円 当連結会計年度末 819 百万円

　　　　　　   支払リース料       前連結会計年度         480 百万円　 当連結会計年度           413 百万円

    ②オペレーティングリース取引

   未経過リース料

１ 年 内 前連結会計年度末 221 百万円 当連結会計年度末 367 百万円

１ 年 超 前連結会計年度末 795 百万円 当連結会計年度末 1,739 百万円

 合　　計 前連結会計年度末 1,017 百万円 当連結会計年度末 2,106 百万円
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有  価  証  券
当連結会計年度

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 13 年 3月 31 日現在）

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額

時  価 差  額

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）

国 債 ・ 地 方 債

そ の 他

294

199

304

202

10

2

合 計 494 506 12

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成 13 年 3月 31 日現在）

（単位：百万円）

取得原価 連結貸借対照表

計上額

差  額

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

株 式 26,456 89,200 62,744

小 計 26,456 89,200 62,744

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

株 式 62,182 60,388 △ 1,794

そ の 他 10 8 △     1

小 計 62,192 60,396 △ 1,796

合 計 88,648 149,597 60,948

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 12 年 4月 1日  至平成 13 年 3月 31 日）

（単位：百万円）

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

12,170 7,443 1,364

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 13 年 3月 31 日現在）

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

（１）満期保有目的の債券

金 融 債 等 607

（２）その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 29,543

債 券 584

そ の 他 5,108

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 13 年 3月 31 日現在）

（単位：百万円）

1年以内 1年超 5年以内 5年超 10 年以内 10 年超

債 券

国 債 ・ 地 方 債 0 280 14 -

金 融 債 等 590 75 104 37

そ の 他 99 8 - -

合 計 690 363 118 37

（参考）前連結会計年度
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有価証券の時価等
（単位：百万円）

当連結会計年度（平成 12 年 3月 31 日現在）
種 類

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの

債 券 69 69 0

そ の 他 3 182 179

小 計 72 252 180

固定資産に属するもの

株 式 143,382 185,471 42,088

小 計 143,382 185,471 42,088

合 計 143,454 185,723 42,269

（注）１．時価等の算定方法は、次のとおりであります。
上 場 有 価 証 券 東 京 証 券 取 引 所 等 に お け る 最 終 価 格
店 頭 売 買 有 価 証 券 日 本 証 券 業 協 会 が 公 表 す る 最 終 売 買 価 格 等
非 上 場 債 券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償

還期間等に基づいて算定した価格
そ の 他 取 扱 金 融 機 関 の 提 示 す る 価 格

    ２．開示対象から除いた有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

当連結会計年度末

流動資産に属するもの
非上場債券等（店頭売買有価証券を除
く）

10,454

非上場株式（店頭売買有価証券を除く） 53,469
非上場債券等（店頭売買有価証券を除
く）

323固定資産に属するもの

その他の有価証券 6
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退  職  給  付

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、主として、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお
ります。
なお、一部の連結子会社においては退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務等の内容のうち連結財務諸表に記載のある事項

(1)退職給付債務に関する事項
退職給付引当金 69,181 百万円

(2)退職給付費用に関する事項
退職給付費用 21,426 百万円

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込み額の期間配分方法 主として期間定額基準
ロ．割引率 主として 3.0％
ハ．期待運用収益率 主として 4.1％
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生産、受注及び販売の状況

(1)  生産実績

鉄鋼事業における粗鋼生産量（当社単独ベース）は、以下のとおりであります。

(単位:千トン)

前連結会計年度

(平成 11.4～平成 12.3)

当連結会計年度

(平成 12.4～平成 13.3)

増   減 増減率

10,923 12,138 1,215 11.1%

(2)  受注実績

 当連結会計年度におけるエンジニアリング事業の受注状況は、次のとおりであります。

      （単位：百万円）

受  注  高 受注残高区     分

前期比（％） 前期比（％）

 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業    111,062    △11.6    85,870    △12.3

(注) 1.エンジニアリング事業以外の事業につきましては、主として見込み生産を行っております。

2. 受注高及び受注残高は、当社及び連結子会社の単純合算であります。

(3)  販売実績

 当連結会計年度における事業の種類別セグメント別の販売実績は、次のとおりであります。

                                                                        （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 金     額

前期比（％）

鉄鋼事業 995,598          5.9

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 105,120 △ 10.5

化学事業 82,703 13.0

ＬＳＩ･情報通信事業 67,137 34.1

ﾘｰｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌｧｲﾅﾝｽ事業 67,661 △  4.4

その他 44,601 △  2.1

消去又は全社 △  47,263 △ 18.0

合       計 1,315,559 4.6

(注) 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。


